
　

（Ａ） （Ｂ）

国 土 基 盤 河 川 直　轄 765,734 545,542

( 443,655 ) ( 236,835 )
地 域 河 川 補　助 397,760 212,288

( 253,324 ) ( 163,614 )
砂 防 252,740 163,297

直　轄 108,899 79,492

( 144,425 ) ( 84,122 )
補　助 143,841 83,805

( 47,473 ) ( 23,999 )
急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 47,351 23,938

直　轄 43 43

( 47,430 ) ( 23,956 )
補　助 47,308 23,895

( 151,881 ) ( 77,778 )
総 合 流 域 防 災 補　助 149,551 76,485

海 岸 42,040 28,271

直　轄 12,024 12,024

補　助 30,016 16,247

機 械 直　轄 4,130 2,335

(独)土　 木 　研 　究　 所 直　轄 1,528 1,528

( 1,709,765 ) ( 1,079,902 )
小　        計 1,660,834 1,053,684

直　轄 892,358 640,964

( 817,407 ) ( 438,938 )
補　助 768,476 412,720

（注）　１．国費は一般会計ベースである（剰余金等を含まない）。前年度国費の［　］書きは前年度剰余金等を含む。
　　　　２．各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成18年度47,403百万円、前年度49,076百万円）国費　　 　   　
　　　　３．上段（　）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。
　　　　４．「国土基盤河川」は一級河川(指定区間を除く)、指定河川及び権限代行区間の河川に係る事業である。　    　
　　　　５．「国土基盤河川」の事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として前年度6,993百万円がある。

区　　　　　　　　　　分 国　　　　費
平　　成　　１８　　年　　度

事　   業　   費

９．直轄・補助別事業費・国費総括表

- 45 -



 　倍 　 　率
事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

［ 504,537 ］ ［ 1.08 ］
709,320 495,804 1.08 1.10

( 409,911 ) ( 217,581 ) （ 1.08 ） （ 1.09 ）
367,866 195,364 1.08 1.09

［ 148,508 ］ ［ 1.10 ］
( 232,433 ) ( 147,118 ) （ 1.09 ） （ 1.11 ）

231,835 146,801 1.09 1.11

［ 66,483 ］ ［ 1.20 ］
90,788 64,776 1.20 1.23

( 141,645 ) ( 82,342 ) （ 1.02 ） （ 1.02 ）
141,047 82,025 1.02 1.02

( 44,741 ) ( 22,621 ) （ 1.06 ） （ 1.06 ）
44,619 22,560 1.06 1.06

43 43 1.00 1.00

( 44,698 ) ( 22,578 ) （ 1.06 ） （ 1.06 ）
44,576 22,517 1.06 1.06

( 149,085 ) ( 72,928 ) （ 1.02 ） （ 1.07 ）
146,755 71,763 1.02 1.07

39,181 25,818 1.07 1.10

10,256 10,256 1.17 1.17

28,925 15,562 1.04 1.04

1,762 1,033 2.34 2.26

1,448 1,448 1.06 1.06

［ 971,031 ］ ［ 1.09 ］
( 1,587,881 ) ( 984,351 ) （ 1.08 ） （ 1.10 ）

1,542,786 960,591 1.08 1.10

［ 583,800 ］ ［ 1.10 ］
813,617 573,360 1.10 1.12

( 774,264 ) ( 410,991 ) （ 1.06 ） （ 1.07 ）
729,169 387,231 1.05 1.07

 　（平成18年度26,600百万円、前年度26,600百万円））を含んだ額である。

 　「地域河川」は「国土基盤河川」及び「総合流域防災事業」以外の河川に係る事業である。

（単位：百万円）

国　　　　費
前　　　　年　　　　度

事　   業　   費
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（Ａ） （Ｂ）

区　　　　　　　　　　分 国　　　　費
平　　成　　１８　　年　　度

事　   業　   費

（　再　掲　）

治　　　　　山　　　　　治　　　　　水 1,592,591 1,015,599

直　轄 830,173 605,501

補　助 762,418 410,098

治　　　　　　　水 1,476,195 950,401

直　轄 818,106 593,434

補　助 658,089 356,967

海　　　　　　　岸 42,040 28,271

直　轄 12,024 12,024
　

補　助 30,016 16,247

急傾斜地崩壊対策等 74,356 36,927

直　轄 43 43

補　助 74,313 36,884

都 市 水 環 境 整 備 事 業 68,243 38,085

直　轄 62,185 35,463

補　助 6,058 2,622

特 定 治 水 施 設 等 整 備 事 業 48,931 26,218

住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水 施
設 等 整 備 事 業 補　助 13,166 7,367

下 水 道 関 連 特 定 治 水 施 設
整 備 事 業 補　助 35,765 18,851

計 1,709,765 1,079,902

直　轄 892,358 640,964

補　助 817,407 438,938

災 害 復 旧 関 係 事 業 64,561 51,263

直　轄 16,656 16,656

補　助 47,905 34,607

  　　災   害   復   旧 45,444 37,497

直　轄 14,956 14,956

補　助 30,488 22,541

  　　災   害   関   連 19,117 13,766

直　轄 1,700 1,700

補　助 17,417 12,066

合　        計 1,774,326 1,131,165

直　轄 909,014 657,620

補　助 865,312 473,545

（注）　１．国費は一般会計ベースである（剰余金等を含まない）。前年度国費の［　］書きは前年度剰余金等を含む。
　　　　２．各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成18年度47,403百万円、前年度49,076百万円）国費　　    　　
　　　　３．上段（　）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。
　　　　４．「国土基盤河川」は一級河川(指定区間を除く)、指定河川及び権限代行区間の河川に係る事業である。     　
　　　　５．「国土基盤河川」の事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として前年度6,993百万円がある。
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 　倍 　 　率
事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

（単位：百万円）

国　　　　費
前　　　　年　　　　度

事　   業　   費

1,482,930 927,474 1.07 1.10

759,964 542,989 1.09 1.12

722,966 384,485 1.05 1.07

1,372,995 866,268 1.08 1.10

749,665 532,690 1.09 1.11

623,330 333,578 1.06 1.07

39,181 25,818 1.07 1.10

10,256 10,256 1.17 1.17
　

28,925 15,562 1.04 1.04

70,754 35,388 1.05 1.04

43 43 1.00 1.00

70,711 35,345 1.05 1.04

59,856 33,117 1.14 1.15

53,653 30,371 1.16 1.17

6,203 2,746 0.98 0.95

45,095 23,760 1.09 1.10

13,110 7,367 1.00 1.00

31,985 16,393 1.12 1.15

1,587,881 984,351 1.08 1.10

813,617 573,360 1.10 1.12

774,264 410,991 1.06 1.07

61,490 49,847 1.05 1.03

19,531 19,531 0.85 0.85

41,959 30,316 1.14 1.14

45,795 38,692 0.99 0.97

17,831 17,831 0.84 0.84

27,964 20,861 1.09 1.08

15,695 11,155 1.22 1.23

1,700 1,700 1.00 1.00

13,995 9,455 1.24 1.28

1,649,371 1,034,198 1.08 1.09

833,148 592,891 1.09 1.11

816,223 441,307 1.06 1.07

　（平成18年度26,600百万円、前年度26,600百万円））を含んだ額である。

　　「地域河川」は「国土基盤河川」及び「総合流域防災事業」以外の河川に係る事業である。
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